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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期
第３四半期
連結累計期間

第11期
第３四半期
連結会計期間

第10期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年12月31日

自平成20年10月１日
至平成20年12月31日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（千円）     196,842 62,299 332,848

経常損失（△）（千円）     △518,486 △211,279 △659,030

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△527,465 △213,669 △884,462

純資産額（千円） － 2,215,171 2,730,819

総資産額（千円） －   2,356,804 2,899,456

１株当たり純資産額（円） － 20,196.64 25,014.38

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△4,836.42 △1,959.18 △8,109.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 93.5 94.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△495,098 － △534,951

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
616,376 － 273,577

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ － △214,000

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 1,617,605 1,496,591

従業員数（人） － 41 41

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 41     

（注）従業員数は就業人員数であり、契約社員、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 40     

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く。）であり、契約社員、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

遺伝子破壊マウス事業 68,253 94,147

抗体事業 17,635 4,300

試薬販売事業 12,144 333

その他事業 9,177 9,222

合計 107,210 108,002

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

(2）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円）

遺伝子破壊マウス事業  

遺伝子情報売上 535

受託事業収入 25,846

　計 26,381

抗体事業  

抗体製品売上 9,639

受託事業収入 4,836

その他 5,996

　計 20,471

試薬販売事業  

試薬販売売上 12,330

　計 12,330

その他事業  

その他 3,116

　計 3,116

合計 62,299

（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先 金額（千円） 総販売実績に対する割合（％）

フナコシ株式会社 8,692 14.0

コスモ・バイオ株式会社 6,622 10.6

　２．金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、深刻化した世界的な金融危機の影響を受け、企業収益は大幅

に減少し、雇用環境はさらに悪化するなど景気後退の様相をますます強めてまいりました。

当社グループが事業を展開するライフサイエンス業界におきましては、主要顧客である国内製薬企業の海外企

業買収などの動きは活発である一方、国内での研究開発投資への取り組みは慎重なものとなっております。大学お

よび公的研究機関においても特定の研究開発テーマへの予算配分は拡大しておりますが、全体的には予算執行を

絞り込む傾向はますます強くなってきております。

このような状況の下、当社グループは、製薬企業や大学等の研究機関に対し、新薬開発の探索や基盤研究に有用

な遺伝情報、受託サービス及び基礎研究用試薬を提供してまいりました。また、当社グループが進めている抗体を

用いた新たな診断方法の研究開発の取り組みのうち、国立がんセンターとの新規膵臓がんマーカーに対する抗体

ならびにその診断応用に関する共同研究が平成20年10月には特許出願のステージに進展いたしました。

海外バイオ企業の研究用試薬を国内の研究現場へ提供する試薬販売サービスにつきましては、Protein Tech社

製品の国内での独占販売を開始するなど取扱ラインアップを拡充し、販売拡大に努めてまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の経営成績は、売上高62,299千円、売上総利益は26,879千円、販売費及び

一般管理費については、経常的な費用に加えて当第３四半期連結会計期間は新抗体製品開発を当初計画より前倒

しで実施したことや、試薬販売サービスにかかるウェブサイト作成費用、広告宣伝費および販売代理店権利金等を

一時費用として計上した結果、244,573千円となり、営業損失217,693千円、経常損失211,279千円、四半期純損失

213,669千円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　遺伝子破壊マウス事業

積極的な営業活動の結果、受注実績は第３四半期に入り前四半期と比較して増加に転じましたが、前四半期

までの厳しい受注実績の影響を受け、売上高は26,381千円となり、営業損失は13,950千円となりました。

②　抗体事業

抗体製品や受託サービスの受注が好調であったことから、売上高は20,471千円となりましたが、新抗体製品

開発を当初計画より前倒しに実施したことにより研究開発費を増額したため、営業損失は24,904千円となり

ました。

③　試薬販売事業

第１四半期連結会計期間より試薬販売事業の全セグメントに占める割合が高くなったため、試薬販売事業

を「その他事業」から分離し、売上高12,330千円となりました。損益面では販売にかかるウェブサイト作成費

用、広告宣伝費および販売代理店権利金等などの一時的な費用を計上した結果、営業損失54,248千円となりま

した。

④　その他事業

海外バイオ企業の国内代理店業務等により売上高3,116千円、営業損失3,044千円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前四半期純損失213,237千円、未払金の増加51,677千円などにより、営業活動の結果使用した資金は

121,347千円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は18,621千円となりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ

102,899千円減少し、1,617,605千円となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

当社は「生物個体からゲノムにいたる生命資源の開発を通じて基盤研究および医学・医療の場に遺伝情報

を提供し、その未来に資するとともに世界の人々の健康と豊かな生活の実現に貢献する」を経営理念とし、主

として遺伝子破壊マウス事業及び抗体事業を展開するバイオベンチャーであります。これらの事業は、生命資

源を取り扱うことや日進月歩で技術革新が進む事業分野であることから、高い倫理観やバイオテクノロジーに

関する専門的な知識・ノウハウが要求されます。

従って、当社の経営には上記のような事業特性を前提とした経営のノウハウならびにバイオ関連ビジネスに

関する高度な知識、技術、経験を有する従業員、大学・企業との共同研究先及び取引先等のステークホルダーと

の間に築かれた関係等が重要であり、これらへの理解が不可欠であると考えております。

②　不適切な支配の防止のための取組み

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社株式の売買は、株主、投資家の自

由意思に委ねられるべきものと考えており、特定の者の大規模買付行為においても、これに応じて当社株式の

売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有される当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると

考えております。しかしながら、当社の事業に対する理解なくして行われる当社株式の大規模買付行為がなさ

れた場合には当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになると考えております。

以上の理由により、当社取締役会は、定時株主総会で株主の皆様の合理的な意思の確認ができることを条件

として、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入を決定いたしました。同買収防衛策

の導入は、平成18年６月28日開催の当社第８期定時株主総会にてご承認をいただいております。

③　上記②の取組みについての取締役会の判断

ⅰ　当社取締役会は、上記②の取組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共同

の利益を確保するためのものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではないと考えております。

ⅱ　当社取締役会は、上記②の取組みは、あくまで株主の皆様の自由な意思決定を行うための前提となる必要な

情報・機会を確保することを目的として、それに必要かつ相当なルールを設定するものであり、現経営陣の

保身に利用されることや不当に株主の株式売却に対する自由を妨害することにつながるという弊害は生じ

ないものと考えております。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、60,780千円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 436,301

計 436,301

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年2月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 109,075 109,075
東京証券取引所

マザーズ市場
―

計 109,075 109,075 ― ―

　（注）　提出日現在発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基づ

き付与された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①　新事業創出促進法第11条の５第２項及び旧商法第280条ノ19第２項の規定に基づく特別決議による新株引受権

（平成12年11月10日臨時株主総会特別決議）

 第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 195

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　　17,000

新株予約権の行使期間
平成14年12月13日から

平成22年10月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　17,000

資本組入額　　　17,000

新株予約権の行使の条件
当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「ス

トックオプション付与契約書」の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡質入を禁ずる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）　新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利

を喪失した者の新株発行予定数及び新株引受権の行使を行った者の新株発行数を減じております。
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②　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成14年５月30日臨時株主総会特別決議）

 第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 338

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,014

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　 134,000

新株予約権の行使期間
平成16年５月30日から

平成24年５月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 134,000

資本組入額　　  67,000

新株予約権の行使の条件
当社と新株予約権割当対象者との間で締結した「新株

予約権割当契約書」の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡質入を禁ずる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、３株であります。

２　新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、権利放棄及び退職等の

理由により権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使を行った者の新株

発行数を減じております。

③　会社法に基づき発行した新株予約権

（平成20年６月25日定時株主総会決議）

 第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 4,791

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,791

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　  22,801

新株予約権の行使期間
平成22年８月15日から

平成30年７月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　（注）２

発行価格　　　  34,710

資本組入額　　  17,355

新株予約権の行使の条件
当社と新株予約権割当対象者との間で締結した「新株

予約権割当契約書」の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者への譲渡質入を禁ずる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　発行価格は、本新株予約権の行使時の１株当たりの払込金額と付与日における１株当たりの公正な評価単価

を合算しております。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 109,075 － 4,855,225 － －

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 （平成20年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　　　　14 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　　109,061 109,061 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 109,075 － －

総株主の議決権 － 109,061 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式２株（議決権２個）が含まれております。

②【自己株式等】

 （平成20年12月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社トランスジェニック
熊本県熊本市南熊本

３丁目14番３号
14 － 14 0.01

計 － 14 － 14 0.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 18,50028,44024,99024,30022,61019,80016,10012,83011,650

最低（円） 16,50017,50020,11020,13019,30015,4008,900 9,610 9,700

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

  代表取締役社長 ―   取締役   事業推進本部長   佐藤　道太  平成20年12月18日

  取締役 ―   代表取締役社長 ―   是石　匡宏  平成20年12月18日

  取締役 ―   専務取締役 ―   田中　淳  平成20年12月18日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 417,605 2,096,591

受取手形及び売掛金 47,459 64,437

有価証券 1,200,000 －

商品 3,124 7,095

仕掛品 7,275 9,192

貯蔵品 7,042 11,837

その他 42,523 27,887

貸倒引当金 △65 △68

流動資産合計 1,724,966 2,216,972

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 459,317 459,317

減価償却累計額 △115,013 △97,552

建物及び構築物（純額） 344,303 361,764

その他 324,436 324,436

減価償却累計額 △324,436 △324,436

その他（純額） － －

有形固定資産合計 344,303 361,764

無形固定資産

のれん 190,308 198,542

その他 － 1,476

無形固定資産合計 190,308 200,019

投資その他の資産

その他 97,698 121,171

貸倒引当金 △472 △472

投資その他の資産合計 97,226 120,699

固定資産合計 631,838 682,483

資産合計 2,356,804 2,899,456
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,134 1,387

未払金 79,026 106,840

未払法人税等 6,511 11,253

引当金 4,237 －

その他 40,730 39,568

流動負債合計 135,640 159,050

固定負債

長期リース資産減損勘定 5,993 9,586

固定負債合計 5,993 9,586

負債合計 141,633 168,636

純資産の部

株主資本

資本金 4,855,225 4,855,225

利益剰余金 △2,650,777 △2,123,312

自己株式 △1,782 △1,782

株主資本合計 2,202,665 2,730,130

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △2,037

評価・換算差額等合計 － △2,037

新株予約権 10,698 －

少数株主持分 1,807 2,726

純資産合計 2,215,171 2,730,819

負債純資産合計 2,356,804 2,899,456
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 196,842

売上原価 112,169

売上総利益 84,672

販売費及び一般管理費 ※
 615,233

営業損失（△） △530,560

営業外収益

受取利息 10,043

為替差益 2,754

その他 620

営業外収益合計 13,417

営業外費用

投資事業組合運用損 880

持分法による投資損失 462

その他 1

営業外費用合計 1,344

経常損失（△） △518,486

特別損失

固定資産売却損 2,658

投資有価証券売却損 2,067

投資有価証券評価損 2,155

特別損失合計 6,881

税金等調整前四半期純損失（△） △525,368

法人税、住民税及び事業税 3,015

法人税等合計 3,015

少数株主損失（△） △918

四半期純損失（△） △527,465
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 62,299

売上原価 35,419

売上総利益 26,879

販売費及び一般管理費 ※
 244,573

営業損失（△） △217,693

営業外収益

受取利息 2,966

為替差益 2,801

持分法による投資利益 324

その他 321

営業外収益合計 6,414

経常損失（△） △211,279

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 109

特別利益合計 109

特別損失

投資有価証券売却損 2,067

特別損失合計 2,067

税金等調整前四半期純損失（△） △213,237

法人税、住民税及び事業税 1,337

法人税等合計 1,337

少数株主損失（△） △904

四半期純損失（△） △213,669
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △525,368

減価償却費 17,535

のれん償却額 8,234

株式報酬費用 10,698

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3

受取利息及び受取配当金 △10,043

為替差損益（△は益） 263

持分法による投資損益（△は益） 462

固定資産売却損益（△は益） 2,658

投資有価証券売却損益（△は益） 2,067

投資有価証券評価損益（△は益） 2,155

売上債権の増減額（△は増加） 16,978

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,682

仕入債務の増減額（△は減少） 3,746

未払金の増減額（△は減少） △27,079

その他の資産の増減額（△は増加） △11,571

その他の負債の増減額（△は減少） △1,146

小計 △499,729

利息及び配当金の受取額 9,436

法人税等の支払額 △4,805

営業活動によるキャッシュ・フロー △495,098

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 600,000

有形固定資産の取得による支出 △700

無形固定資産の取得による支出 △1,255

投資有価証券の売却による収入 18,810

貸付金の回収による収入 897

その他 △1,376

投資活動によるキャッシュ・フロー 616,376

現金及び現金同等物に係る換算差額 △263

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 121,014

現金及び現金同等物の期首残高 1,496,591

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,617,605
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．持分法の適用に関する事項

の変更

持分法適用関連会社

①持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間より、㈱エコジェノミクスは第三者割当増資に伴う持分比

率の低下により、関連会社ではなくなったため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

 ②変更後の持分法適用関連会社の数

１社

２．会計処理基準に関する事項

の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、評価基準については、原価

法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四

半期純損失は、それぞれ7,923千円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社トランスジェニック(E05317)

四半期報告書

18/24



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

研究開発費 152,059千円

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

研究開発費 60,780千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　

　　（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 417,605千円

有価証券勘定 1,200,000千円

現金及び現金同等物      1,617,605千円

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　109,075株　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　 　　14株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　10,698千円

（注）当該新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
遺伝子破壊
マウス事業
（千円）

抗体事業

（千円）

試薬販売
事業
（千円）

その他事業

（千円）

計

（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結

（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
26,38120,47112,330 3,116 62,299 － 62,299

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 26,38120,47112,330 3,116 62,299 － 62,299

営業損失（△） △13,950△24,904△54,248△3,044△96,147△121,545△217,693

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
遺伝子破壊
マウス事業
（千円）

抗体事業

（千円）

試薬販売
事業
（千円）

その他事業

（千円）

計

（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結

（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
82,03063,06139,95611,793196,842 － 196,842

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 82,03063,06139,95611,793196,842 － 196,842

営業損失（△） △58,793△41,790△67,807△6,524△174,915△355,645△530,560

　（注）１．事業区分の方法

事業区分については、サービス及び製品の種類を考慮して分類しております。

２．各事業に属する主要サービス及び製品の内容

事業区分 主要サービス及び製品

遺伝子破壊マウス事業 遺伝子破壊マウス作製及び当該マウスにかかる遺伝子機能情報等の提供

抗体事業 抗体の開発、製造及び販売

試薬販売事業 試薬の仕入、販売

その他事業 生殖工学技術研修等

３．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業損

失は、遺伝子破壊マウス事業で7,923千円増加しております。

４．事業区分の方法の変更

事業区分の変更については、従来、サービス及び製品の種類を考慮して３区分としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より、従来「その他事業」に含めて表示しておりました試薬販売事業の全セグメントに占

める割合が高くなったため、試薬販売事業をその他事業から分離することといたしました。

この結果、従来の方法に比較して当第３四半期連結累計期間の売上高は、試薬販売事業が39,956千円増加

し、その他事業が39,956千円減少しております。また、営業損失は、試薬販売事業が67,807千円増加し、その他

事業が67,807千円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　7,132千円
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 20,196円64銭 １株当たり純資産額 25,014円38銭

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,215,171 2,730,819

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 12,505 2,726

（うち新株予約権） (10,698) (－)

（うち少数株主持分） (1,807) (2,726)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（千円）
2,202,665 2,728,093

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（株）
109,061 109,061

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △4,836円42銭 １株当たり四半期純損失金額（△） △1,959円18銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △527,465 △213,669

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △527,465 △213,669

普通株式の期中平均株式数（株） 109,061 109,061

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

会社法に基づき発行した新株予

約権（平成20年６月25日定時株

主総会決議）

なお、概要は「第４　提出会社の

状況、１　株式等の状況、(2)　新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。

会社法に基づき発行した新株予

約権（平成20年６月25日定時株

主総会決議）

なお、概要は「第４　提出会社の

状況、１　株式等の状況、(2)　新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月５日

株式会社トランスジェニック

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 磯俣　　克平　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 竹之内　髙司　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トランス

ジェニックの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日

から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トランスジェニック及び連結子会社の平成20年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータは自体は含まれていません。
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